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１ 地域福祉ネットワーク推進事業 

（１）ボランティア・障害者団体支援事業 

ア 目的 

健康や福祉に関するボランティア団体や障害者団体に活動の場を提供し、情報や

資源の提供なども併せて行い、ボランティア団体や障害者団体の活動がさらに推進

されるように支援することを目的とする。 

イ 根拠・関連法令 

厚生労働省社会・援護局長通知「福祉活動への参加の推進について」 

ウ 対応者 

地域保健課職員 

エ 内容 

福祉部門に登録している団体に対して、活動の場の提供（ボランティア活動室、

障害者団体活動室、聴覚障害者通信室、録音室、点訳室）を行うとともに情報提供

を行っている。また、登録団体連絡会議で、健康福祉センターの利用についての意

見交換や団体間の情報交換の機会を提供している。 

オ 実績                         単位：団体 

  区分 
年度  

ボランティア団体 障害者団体 合計 

Ｒ６ ２０ １１ ３１ 

Ｒ５ ２１ １１ ３２ 

対比 －１ ０ －１ 

カ 事業の経過 

平成１５年度  団体登録を開始 

キ まとめ 

ボランティア活動室と市公式ホームページで、登録団体に関する活動内容の紹介を

掲示・掲載しており、問い合わせに対応している。ボランティア活動に参加を希望す

る方や、ボランティアを必要とされている方への情報提供、障害のある方の社会参加

を促進する場の提供を今後も推進していく。 

 

（２）健康福祉センターまつり開催事業 

ア 目的 

市民、関係団体、行政の協働によるイベントを企画・実施することにより、市民

の主体的な健康づくりの推進及び福祉コミュニティの創造を図ることを目的とする。 

イ 根拠・関連法令 

なし 

ウ 対象 

市民、関係団体等 
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エ 対応者 

健康福祉センターまつり実行委員会 

オ 内容 

  「第４次健康いるま２１計画」のもと、だれもが健康と幸せを実感できる「Well-being 

City いるま」を目指して、一人ひとりが主体的な健康づくりの実践に繋がるよう

に事業を実施。また、健康づくりや地域福祉の分野で活動する団体、市民の参加に

よ各種催ものを行い、市民活動の活性化と団体同士の交流の場を作る。 

カ 実績                             単位：人 

    区分 
年度 

来場者数 参加団体数（団体） 実行委員数 

Ｒ６ ２，３００ ４９ ２５ 

Ｒ５ １０２ １８ １１ 

Ｈ３０ ３，５００ ４２ ４７ 

令和元年度から令和４年度まで、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

令和５年度は、有志の団体による講演会形式にて実施 

キ 事業の経過 

平成１４年度まで「入間万燈まつり」と同時開催していた「健康まつり」を、 

平成１５年度から健康づくりと地域福祉の拠点施設として開館した健康福祉センタ

ーに会場を移し「健康福祉センターまつり」として毎年３月に開催している。 

ク まとめ 

健康福祉センターまつりは、保健・医療・福祉の各分野に関係する団体、公募に

よる市民で構成する実行委員会と市職員が協力して、まつりの運営方法等の協議を

重ね開催している。令和６年度は、新型コロナウイルスが５類へと移行したため、

平成３０年度までと同様の開催とした。 

 

２ 障がい者の文化及びスポーツ事業 

（１）元気な入間「障がい者スポーツ大会」 

ア 目的 

障がい者がスポーツを通じて健康を増進するとともに、多くの市民の参加・協力

により、障がいのある人もない人も障がいへの理解を深め、障がい者の社会参加と

元気な入間を推進することを目的とする。 

イ 根拠・関連法令 

障害者総合支援法 

ウ 対象 

健康状態が良好な市内在住、在勤又は市内施設に通所及び入所している１０歳以

上（４月１日現在）の障害者 

エ 対応者 

元気な入間「障がい者スポーツ大会」実行委員会 
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オ 内容 

市内の福祉施設等の参加と一般参加を募り、レクリエーション性を重視した種目

を取り入れ市民体育館で実施している。令和５年度からは、感染対策に注意しなが

ら競技内容を工夫し、障がいの種別を問わず、誰もが気軽に楽しんでいただけるよ

う配慮している。 

カ 実績                               単位：人 

 区分 

年度 
選手（障害者・保護

者・施設職員含む） 
協力者（ボランティ

ア・実行委員、職員） 
来賓 その他 合計 

Ｒ６   ２６７ ５９ １４ ２０ ３６０ 

Ｒ５   ２６０ ６１ ４ １０ ３３５ 

対比 ７ ―２ １０ １０ ２５ 

キ 事業の経過 

平成１５年度  障害福祉課から事業移管され、健康福祉課で実施 

平成２９年度  組織機構の見直しにより地域保健課に所管変更 

令和２年度～令和４年度  感染拡大防止のため中止 

ク まとめ 

市内の障害者福祉施設・障害者団体が一堂に会するイベントとして定着しており、

また、多くのボランティアの方の協力をいただいている。障がい者のスポーツのみ

ならず、当日は、障がい者の絵画を募集して作品展を同時に開催し、スポーツと文

化推奨の一助となっている。 

 

（２）国・県主催障害者スポーツ大会等参加支援事業 

ア 目的 

国・県の障害者スポーツ大会等への参加を通じて、障がいのある方の社会参加の

機会を拡大し、障がい者スポーツの普及、障がい者の健康増進、仲間作りを推進す

ることを目的とする。 

イ 根拠・関連法令 

障害者総合支援法 

ウ 対象 

入間市が取りまとめを行う国・県主催の障害者スポーツ大会申込者（ふれあいピ

ック春季・秋季大会及び全国障害者スポーツ大会等）、その他 

エ 対応者 

地域保健課職員 

オ 内容 

県が主催する「ふれあいピック」のメイン大会（春季大会：陸上競技・秋季大会）

や、その他、埼玉県等が主催するスポーツ大会・スポーツイベント等に関する情報

提供を行う。必要に応じとりまとめ埼玉県へ報告を行う。 
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カ 実績                            単位：団体 

  区分 

年度 
スポーツ関連情報 情報提供した団体数（延べ） 

Ｒ６ １１回 １６５団体 

Ｒ５ ６回 ４８団体 

キ 事業の経過 

国・県が主催する障害者スポーツの大会に関しては、障がい者の社会参加を支援

するために、開催の周知を行い、また参加希望者の申請手続きの取りまとめを行っ

ている。 

 ク まとめ 

令和６年度から通常通り障がい者スポーツの事業が開始され、情報提供を行う機 

会が増えている。 

 

（３）障がい者スポーツ大会等開催事業 

◆障がい者フライングディスク大会 

ア 目的 

障がいのある方の健康増進・体力維持を目的とする。併せて、市民ボランティア

の協力を得ることにより、地域住民との交流を強化することを目的とする。 

イ 根拠・関連法令 

障害者総合支援法 

ウ 対象 

市内在住、在勤、在学で、健康状態が良好な障害のある方 

エ 対応者 

地域保健課職員、障害者支援課職員、スポーツ推進課職員 

オ 内容 

日ごろスポーツをする機会のない方でも比較的簡単に取り組める「フライングデ

ィスク」の大会を実施 

カ 実績 

フライングディスク大会                      単位：人 

 区分 

年度 
選手 

協力ボランティア 
職員 合計 

民生・児童委員 スポーツ推進委員 応援者 

Ｒ６ ４０ ２１ １８ ３０ ８ １１７ 

Ｒ５ ４２ ２０ １６ ３０ ８ １１６ 

対比 —２ 1 ２ ０ ０ １ 

キ 事業の経過 

平成１２年度  障害福祉課で重度の障害者でも取り組みやすいスポーツとして、

「フライングディスク」を実施 
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平成１５年度  健康福祉センター開館に伴い、事業移管され健康福祉課で実施 

平成２９年度  組織機構の見直しにより、地域保健課に所管変更 

ク まとめ 

障がいのある方の健康増進・社会参加の場であるとともに、地域住民との相互の

交流の場となっている。令和４年度からは、フライングディスク大会を行う前に練

習の時間を設け、教室を省略した形で実施している。 

 

◆障がい者ボッチャ交流大会 

ア 目的 

障がいのある方の健康増進・体力維持を目的とする。 

イ 根拠・関連法令 

障害者総合支援法 

ウ 対象 

市内在住、在勤、在学で、健康状態が良好な障害のある方 

エ 対応者 

地域保健課職員、埼玉県障害者スポーツ指導者協議会 

オ 内容 

「ボッチャ」の練習後、大会を実施。「ボッチャ」はボールを転がすことができれ

ば、重度の障害がある方でも比較的簡単に取り組めるスポーツであり、パラリンピ

ックの正式種目でもある。 

専門のスタッフとして、障害者スポーツ指導者協議会から運営スタッフの派遣協

力を受けている。 

カ 実績 

（イ）ボッチャ交流大会                  単位：人 

 区分 

年度 
選手 

協力者（埼玉県障がい

者スポーツ指導者協

議会） 

職員 
介助者・

その他 合計 

Ｒ６ ３９ ７ ４ ２１ ７１ 

Ｒ５ ３６ ８ ４ １６ ６４ 

対比  ３ ―１ ０ ５ ７ 

キ 事業の経過 

平成２２年度  事業開始 

平成２９年度  障害者スポーツ指導者協議会スタッフが講師を兼任 

ク まとめ 

障がいのある方の健康増進・社会参加の場の提供、当事者同士の交流の場として、

教室・大会を開催している。 
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（４）障害者文化活動支援事業 

ア 目的 

文化活動を通して自己表現・自己実現・社会参加の機会を提供し、障がい者に対

する市民の理解を深め、誰もが明るく暮らせる社会づくりを促進することを目的と

する。 

イ 根拠・関連法令 

障害者総合支援法 

ウ 対応者 

地域保健課職員 

エ 内容 

（ア） 健康福祉センター講演会でボランティア団体・障がい者団体の活動を模造紙

にて展示 

（イ） 元気な入間障がい者スポーツ大会での「大会周知用ポスター掲載作品展」 

障がいのない方も出品できる。大会当日に全応募作品を会場に掲示し、投票

により次年度大会周知用ポスターの掲載作品を決定 

オ 実績                         単位：品 

年度 

区分 
Ｒ６ Ｒ５ 対比 

（ア）健康福祉センターまつり（講演会）での出品数 １２ ２７ ―１５ 

（イ）元気な入間障がい者スポーツ大会での出品数 ５８ ５９ ―１ 

令和２年度から令和４年度は感染拡大防止のため、センターまつり中止。ただし、

令和４年度はポスターの作品展のみ実施（会場：入間市健康福祉センター） 

カ 事業の経過  

平成１８年度  第３回健康福祉センターまつりから開始 

平成１８年度  第３０回元気な入間障害者スポーツ大会から開始 

キ まとめ 

障がいのある方の社会参加に寄与するとともに、作品展を通じて、「作る喜び」

「見せる喜び」を感じていただく機会にもなっている。 

また、市民の方が障がいや障がいのある方への理解を深めるきっかけとなること

も目指している。令和５年度は、健康福祉センターまつりを講演会として開催。 

 

３ 地域保健福祉推進事業 

（１）随時相談 

ア 目的 

からだやこころの健康及び健康づくりに関する相談を実施することにより、市民

がより健康で自立した生活を送れるよう支援する。 
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イ 根拠・関連法令 

健康増進法 

精神保健福祉法 

ウ 対応者 

保健師、精神保健福祉士、管理栄養士、健康運動指導士、歯科衛生士 

エ 内容 

初期相談・・対象者から相談があった際に、電話・来所にて対応 

継続相談・・初期相談後、継続的に支援が必要な場合、電話・来所・訪問にて対

応 

オ 実績（相談内容）                        単位：人 

年 度 

内 容 
Ｒ６ Ｒ５ 対比 

精  神 ９１０ １，０２７ －１１７ 

健康増進 １９８ １３３ ６５ 

健（検）診 ４ １２ －８ 

難  病 ２ ０ ２ 

合  計 １，１１４ １，１７２ －５８ 

 ○再掲（相談方法）                        単位：人 

年 度 

区 分 
Ｒ６ Ｒ５ 対比 

電 話 
実人数 ２３０ ２１７ １３ 

延人数 ４０６ ４７３ －６７ 

来 所 
実人数 ２３２ １４６ ８６ 

延人数 ４２０ ３２２ ９８ 

訪 問 
実人数 ４６ ５４ －８ 

延人数 １５６ ２３０ －７４ 

調 整 
実人数 ７４ ５２ ２２ 

延人数 １３２ １４７ －１５ 

合 計 
実人数 ５８２ ４６９ １１３ 

延人数 １，１１４ １，１７２ －５８ 

カ 事業の経過  

平成１５年度  事業開始 

平成２９年度  地区担当制を導入 

キ まとめ 

   分類別では、精神疾患関連の相談が８割以上を占める。相談内容は不登校、ひき

こもり等若年者の相談が増えている。 
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（２）精神科医によるこころの相談・もの忘れ相談 

ア 目的  

精神的問題を抱える市民及びその家族に対して、精神科医が専門的な助言を行う

ことにより、市民の精神保健の向上を図る。 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法 

ウ 対象 

    精神的な症状やもの忘れなどで精神科への受診を迷っている方、及びその家族 

エ 対応者 

医師、保健師、精神保健福祉士 

オ 内容 

精神的な症状やもの忘れなどで精神科への受診を迷っている方、及びその家族が、

精神科の医師に相談することにより、受診等の今後の方向性を決めていく。 

カ 実績 

   区分 

年度 
実施回数（回） 

相談件数（件） 

 うち物忘れ相談 

Ｒ６ ４ １０ ２ 

Ｒ５ ４ ８ ３ 

対比 ０ ２ －１ 

キ 事業の経過 

平成１８年度  市単独事業として実施（平成１７年度まで、旧狭山保健所管内

地域精神保健福祉推進協議会の負担金で運営） 

令和２年度   新型コロナ緊急対策事業として「こころと生活支援の包括的相

談」と同時開催 

ク まとめ 

令和６年度は、１０代、２０代の相談者も増えており、相談のきっかけとして窓口

の一つになっている。専門医による医学的な見立てにより、疾病等の早期発見・早期

対応につながっている。 

また、地区担当保健師や精神保健福祉士が相談に同席し、必要な支援の情報提供も

行っている。 

 

（３）精神保健カンファレンス 

ア 目的 

精神保健に関する相談事例について、相談経験豊富な専門職の助言を受けながら、

検討することにより、市職員や関係機関の職員の相談技術の向上を図る。 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法 
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ウ 対象 

市職員（保健師、精神保健福祉士等）、関係機関の職員 

エ 対応者 

精神保健福祉士、臨床心理士 

オ 内容 

困難ケース等の事例に対し、経験豊富な外部の専門職から助言を得ながら、参加

者間で検討を行い､支援の見立て等を学ぶ。 

カ 実績                              単位：人 

 区分 

年度 

回数 

（回） 

事例検討数 

（件） 

参加者 

合計 

参 加 者 内 訳 

講師 職員 
その他 

（保健所、関係 
機関等） 

Ｒ６ ６ １３ １３４ ６ ４４ ８４ 

Ｒ５ ６ １２ １３８ ６ ５５ ７７ 

対比 ０ １ －４ ０ －１１ ７ 

キ 事業の経過 

     平成１９年度  市単独事業として実施（県の技術協力医制度廃止による。） 

ク まとめ 

医療、福祉、教育の様々な分野の支援者が参加し、包括的なカンファレンスとな

っている。「ピカジップ」と手法を取り入れ、広い視野で多角的にケースを見る機会

となり、支援技術の向上につながっている。また、事例検討を通じて、各関係機関

の役割を知る機会にもなっている。 

 

（４）精神保健福祉担当者連絡会議 

ア 目的 

精神保健福祉事業についての情報交換を行うことで、効率的な業務の推進を図る。

また、担当者間で困難事例等の検討を行うことにより、適切な精神保健福祉サービ

スが提供できるよう調整を図る。 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法 

ウ 対象 

狭山保健所職員、地域保健課職員、障害者支援課職員、生活支援課職員、障害者

基幹相談支援センター職員 

エ 対応者 

保健師、精神保健福祉士 

オ 内容 

（ア）困難事例（近隣苦情を含む）の検討、対応の確認 

（イ）精神保健福祉事業、制度の情報交換 
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（ウ）入間市の精神保健福祉分野における、その他の事項について検討 

カ 実績                             単位：人 

 区分 

年度 

実施回数 

（回） 

地域保健課

（延べ） 

障害者支援課 

（延べ） 

保健所等 

（延べ） 
合 計 

Ｒ６ ６ ３５ ８ ２９ ７２ 

Ｒ５ ６ ３４ ９ ２０ ６３ 

対比 ０ １ -１ ９ ９ 

キ 事業の経過 

平成２８年度  障害者基幹相談支援センターを加え、情報交換を開始 

令和６年度   総合相談支援室を加え、情報交換を開始 

ク まとめ 

令和６年度に総合相談支援室を加え、情報交換を開始し、重層的に支援を検討で

きた。 

 

（５）精神障害者地域生活支援事業 ソーシャルクラブ「いるまぴあ」 

ア 目的 

地域生活支援の一環として、精神障害者等が安心して集える場を提供し、グルー

プ活動等を通して、社会的自立を支援する。 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法  

ウ 対象 

精神障害者及びひきこもり状態にある方 

エ 対応者 

保健師、精神保健福祉士 

オ 内容 

社会生活技能の向上及び対人関係能力の改善、仲間づくりを図るため、話し合い、

スポーツ、料理、レクリエーション、創作活動、社会技能訓練等のグループ活動を

第１、２、４水曜日に健康福祉センターにて実施している。また、利用者の生活、

就労の相談などの個別支援等も併せて行っている。さらに、メンバー間の交流だけ

でなく、精神保健ボランティアや実習生等に参加してもらうことで地域との交流も

取り入れている。 
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カ 実績                              単位：人 

  区分 

 

年度 

事業名 

実施 

回数 

（回） 

参加者 見学者 
ボランティア 

（延べ） 実人数 延べ 実人数 延べ 

Ｒ６ いるまぴあ ３２ ７ ７８ １３ ８４ ２８ 

Ｒ５ いるまぴあ ２４ ４ ６２ １１ ８７ ２２ 

対比  ８ ３ １６ ２ －３ ６ 

キ 事業の経過 

平成１５年度  狭山保健所で行っていた「ピアクラブ」を引き継ぎ、ソーシャ

ルクラブ「いるまぴあ」を開始 

平成２８年度  対象者の枠を拡大し、精神障害の有無に関わらず、ひきこもり

状態にある人を事業の対象とする 

令和６年７月  第１水曜日もフリープログラムで増やし開催 

ク まとめ 

   若年層が増え、プログラム活動を通して、社会生活技能の向上及び対人関係を円

滑にするためのコミュニケーションスキルが向上している。 

 

（６）精神障害者地域生活支援事業 ソーシャルクラブ「家族の集い」 

ア 目的 

精神障害者及びひきこもり状態にある方の家族同士が情報交換をし、交流を深め、

日ごろの悩みなどを語り、分かち合うことで共に支え合えるよう支援する。 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法 

ウ 対象 

精神障害者及びひきこもり状態にある方の家族 

エ 対応者 

保健師、精神保健福祉士 

オ 内容 

情報交換、分かち合い、学習会や創作活動等を、奇数月第３火曜日に健康福祉セ

ンターで実施している。 

カ 実績                    単位：人 

    区分 

年度 

実施回数 

（回） 
参加者 

参加者 

（延べ） 

Ｒ６ ６ １０ ３７ 

Ｒ５ ６ １２ ４７ 

対比 ０ －２ －１０ 
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キ 事業の経過 

      平成１６年度  ソーシャルクラブ参加者の家族を対象に事業開始 

平成２８年度  対象枠を拡大し、精神障害者及びひきこもり状態にある方の家

族を対象として実施 

ク まとめ 

家族同士が悩みを共有したり、当事者への関わりを学ぶ機会となっている。家族

が元気を回復することで、当事者の回復につながっている。 

 

（７）こころの健康講座 

ア 目的 

精神疾患の正しい知識と適切な対応方法の普及啓発をおこなうことで、精神疾患 

の早期発見や早期治療、再発予防に努める。 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法 

ウ 対象 

   市民、市内在住の精神疾患を持つ方とその家族 

エ 対応者 

地域保健課職員 

オ 内容・実績                            単位：人 

 区分 

年度 
日 時 内 容 参加者 

（延べ） 

Ｒ６ 
講義 

１０月１２日（土） 

「うつ病について」 

講師：南飯能病院院長 

角田 健一氏 

４４ 

Ｒ５ 
講義 

１０月１４日（土） 

「統合失調症の基礎知識」 

～自分らしく生きるために～ 

講師：南飯能病院院長 

角田 健一氏 

４５ 

対比    －１ 

カ 事業の経過 

平成２５年度  主に統合失調症講座として実施 

平成２９年度  当事者と家族の交流の場として座談会を初めて実施 

令和３年度   市公式 YouTube による動画配信 

令和６年度   「統合失調症講座」から「こころの健康講座」に名称変更 

キ まとめ 

令和６年度から「統合失調症講座」から「こころの健康講座」に名称変更したこ

とで、「統合失調症」以外の精神疾患を学ぶ機会になった。 
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（８）精神保健福祉講演会 

ア 目的 

精神疾患の正しい知識と適切な対応方法の普及啓発を行うことで、精神疾患の早

期発見や早期治療、再発予防を図ること、また、誰もがその人らしく住み慣れた地

域で暮らせる地域づくりを推進する。 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法 

ウ 対応者 

地域保健課職員 

エ 内容・実績                          単位：人 

 区分 

年度 
日 時 内 容 参加者 

Ｒ６ 

第１回 

動画 

１２月２５日

（水）公開 

「働く人のメンタルヘルスケア」 

ゲートキーパー養成講座 仕事編 

講師：越谷心理支援センター 石渡 淳嗣 氏 

職員４ 

市公式

YouTube 公開 

第２回 

動画 

３月２８日（金）

公開 

「一歩踏み出すためのメンタルヘルスケア」 

ゲートキーパー養成講座  青少年期編 

講師：越谷心理支援センター 石渡 淳嗣 氏 

職員 15 

市公式

YouTube 公開 

Ｒ５ 

第１回 

講義１月１１日

（木） 

「大丈夫 声かけ１つで 救われる～ゲート

キーパー養成講座～カウンセリング編～」 

講師：越谷心理支援センター 石渡 淳嗣 

氏 

２０ 

第２回 

動画 

１月１１日（木）

～３月２０日

（水） 

「大丈夫 声かけ１つで 救われる～ゲート

キーパー養成講座中高年編～」 

講師：越谷心理支援センター 石渡 淳嗣 

氏 

３３ 

市職員８ 

対比   －４２ 

 

オ 事業の経過 

平成２８年度  事業名を精神保健福祉講演会と変更し、相談業務の中から必要

性の高いテーマを主題にして精神保健福祉に関する講演会を実施 

平成２９年度  年２回の実施 

令和３年度   市公式 YouTube による動画配信 
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カ まとめ 

    令和６年度は対面での講演会形式をとらず、未来共創推進室に協力してもらい入

間ケーブルテレビ撮影、編集で動画を制作した。動画の継続的な利用を見据えて、

市公式 YouTube での常時公開とすることで他の事業での利用など今後の幅広い展開

に活用できるものとなった。 

 

（９）自殺対策事業 

ア 目的 

自殺予防に関する正しい理解の普及・啓発を進めるとともに、相談体制の充実を

図り、自殺対策を推進する。 

イ 根拠・関連法令 

自殺対策基本法 

ウ 対応者 

地域保健課職員、自殺対策関連各課職員 

エ 内容・実績 

   普及啓発 

ａ 本庁舎でのパネル展示 

ｂ 自殺予防週間街頭キャンペーン ※西武鉄道㈱と共催 

オ 事業の経過 

平成１８年   自殺対策基本法が施行 

平成２１年度  「入間市自殺対策庁内連絡会議」を設置 

平成２１年度  自殺予防週間街頭キャンペーンを実施 

平成２７年度  若年層への啓発活動として、成人式でのＰＲを開始 

平成２８年度  法改正に伴い、「入間市自殺対策庁内連絡会議ワーキングチーム 

会議」を設置 

      平成３０年度  「入間市自殺対策計画」を策定 

      令和２年度～  街頭キャンペーンは感染拡大防止のため中止  

            自殺予防週間に合わせて本庁舎で睡眠やストレスに関するファ

イル等を設置し、パネル展示を実施。 

 カ まとめ 

令和６年度は、中学校の生徒保健委員会と共同企画でリフレーミングの「お茶っ

葉プロジェクト」を展示した。 

 

（１０）発達障害者支援事業 

ア 目的 

    発達障害に関する知識の普及啓発を行うことにより、精神疾患等の二次障害の 

予防や社会参加を支援する。 

 



115 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法 

ウ 対象  

市民 

エ 対応者 

保健師、精神保健福祉士 

オ 内容・実績                           単位：人 

 区分 

年度 
日 時 内 容 参加者 

Ｒ６ 

対面 

２月１日(土) 

 

「発達障害の理解と本人、家族の対応に 

ついて」 

講師：森林公園メンタルクリニック院長 

稲見 浩太 氏 

８２ 

Ｒ５ 

動画 

１１月１６日(木)

～ １ ２ 月 ２ ４ 日

(金) 

 

「あなた自身や大切な人 こんな困りごとかかえ

ていませんか (ADHD編) 

～子どもから大人まで 解決へのヒントを探る

～」 

講師：森林公園メンタルクリニック院長 

稲見 浩太 氏 

５６ 

対比    ２６ 

カ 事業の経過 

平成２２年度  大人の発達障害をテーマとして事業開始 

平成２９年度  子どもの発達障害をテーマとして実施 

令和４年度   市公式 YouTube による動画配信 

キ まとめ 

    令和６年度は、久しぶりに対面で実施したことで、多くの参加があり、他の講演

会に比べ、発達障害についての関心の高さが伺われた。 

 

（１１）心のサポーター養成研修 

ア 目的 

     メンタルヘルスに不調を抱える人やこころの病気を持つ人との偏見のない共生社会を

目指すため、こころの不調の早期発見やサポートに役立つ知識や方法を習得する。 

心の病の正しい知識と理解に基づき、家族や同僚等身近な人に対して、傾聴を中心とし

た支援を行う。 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法 
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ウ 対象  

市民 

エ 対応者  

保健師、精神保健福祉士 

オ 内容・実績                           単位：人 

 区分 

年度 
日 時 内 容 参加者 

Ｒ６ 

 

１１月２２日(木) 

 

「心のサポータ養成研修」 

講師：慶応義塾大学病院医療連連携推進部 

精神看護専門看護師  

木村範子氏 

３８ 

カ 事業の経過 

令和６年度 厚生労働省・入間市の主催事業として実施 

キ まとめ 

 「心のサポーター」の役割とは、身近な人のこころの不調に気づき、耳を傾け、“てあて”

をできる人が心のサポーターを養成する。国は２０３３年度末までに１００万人を目指して

いる。申込み初日で定員が埋まり関心の高さが伺われた。３８名の修了生に「心のサポー

ター認定証」が発行された。 

 

（１２）精神保健福祉医療地域連携会議 

ア 目的 

   当市の精神保健福祉の向上のために、保健、福祉、医療の各関係機関の連携強化

を図る。 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法 

ウ 対象 

市職員（保健師、精神保健福祉士、その他相談担当職員）、精神保健福祉医療に関

わる市内及び近隣市の関係機関の職員 

エ 対応者 

地域保健課及び障害者支援課の職員（保健師、精神保健福祉士） 
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オ 内容・実績                           単位：人 

年度 日 時 内 容 
参加者 

（延べ） 

Ｒ６ １２月１９日（木） 「お互いに安心して相談できるまち『いるま』」 ８１ 

Ｒ５ １２月２１日（木） 

つながりを可視化！誰もが支援の中心になり

うる～精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築のために～ 

９８ 

対比   －１７ 

カ 事業の経過 

平成２６年度  精神保健福祉担当者会議の拡大会議として、関係機関との会議 

を開催 

平成２８年度  地域連携会議として事業化 

平成３０年度  「入間市まるわかり地域移行ガイドブック」を作成 

令和２年度   感染拡大防止のため中止 

令和５年度    「つながりをしる事例集」を作成 

キ まとめ 

令和６年度は近隣市の医療機関にも参加していただき、業務実態について共有す

る場とした。関係機関同士で顔を合わせる機会になり、お互いの役割等の理解を深

めることができた。  

 

（１３）ひきこもり相談 

ア 目的  

ひきこもりの専門相談を実施することにより、ひきこもり当事者や家族の心身の

健康を保持することや当事者の社会参加を促進する。 

イ 根拠・関連法令 

精神保健福祉法 

 ウ 対象 

    ひきこもりに悩んでいる市民及びその家族（対象年齢おおむね１５～３９歳） 

エ 対応者 

専門相談員、保健師、精神保健福祉士 

オ 内容 

   ひきこもりの専門相談を行い、適宜、支援に必要な制度やサービスを紹介し、専

門機関につなぐ 
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カ 実績 

   区分 

年度 
実施回数（回） 相談件数（件） 

Ｒ６ ６ １５ 

Ｒ５ ６ ２２ 

対比 ０ －７ 

キ 事業の経過 

令和元年度  事業開始 

ク まとめ 

   若年層のひきこもり相談が増え、相談後にソーシャルクラブ「いるまぴあ」や就

労支援等につながっている。 

 

４ 児童発達支援センター「うぃず」 

（１）相談支援事業 

  ア 目的 

     発達に不安や課題のある１８歳未満の児童や家族に一貫して対応できる総合相談

窓口を開設し、（ア）相談支援、（イ）専門相談、（ウ）障害児相談支援（計画相談）、

（エ）相談支援にかかる情報の管理活用の４事業を行う。 

  イ 根拠・関連法令 

     児童福祉法、入間市児童発達支援センター条例 

  ウ 対象 

     市内に住所を有し、心身の発達に遅れや障害を有する児童及びその家族等。 

  エ 対応者 

     保健師、保育士、指導主事、相談支援専門員、公認心理師又は臨床心理士、作業

療法士、言語聴覚士、理学療法士 

  オ 内容 

（ア） 相談支援 

子育てや子どもの発達に関する相談。傾聴や助言。関係機関の紹介。 

（イ）専門相談 

心理や作業療法に関する専門的な発達相談や、就学・学校生活に関する相談。 

（ウ）障害児相談支援 

児童発達支援等のサービスを利用するための支援計画の作成や手続き支援。 

（エ）相談支援にかかる情報の管理活用  

ライフステージの移行に際して、支援情報の共有や引継を容易にし、継続的に

支援できる仕組みを作る。 
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カ 実績 

  相談受付件数（延べ対応件数） 

    

相談内容（延べ対応件数） 

 

キ 事業の経過 

       平成２７年度  児童福祉法に基づく指定児童発達支援事業所となる 

       令和２年度   児童福祉法に基づく福祉型児童発達支援センターとなる 

  ク まとめ 

     当事業がスタートしてから５年目を迎え、相談件数は年々増加傾向にあり、令和

６年度はさらにその数が増加した。特に発達相談の件数が増加しており、これは保

護者が発達に関する情報を取得しやすい環境になってきていること、関係機関との

連携強化により、児童発達支援センターへつながる機会が増加したことによるもの

と考えられる。 

 

（２）児童発達支援事業 

  ア 目的 

     心身の発達に遅れや障害のある児童及びその保護者に対し、指導・訓練・相談等

を実施し、児童の健やかな育成と福祉の増進を図る。 

  イ 根拠・関連法令 

     児童福祉法、入間市児童発達支援センター条例 

  ウ 対象 

     市内に住所を有し、心身の発達に遅れや障害を有する児童及びその家族等。 

  エ 対応者 

     児童発達支援管理責任者、児童指導員、保育士、看護師、公認心理師又は臨床心

理士、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士 

 

 

 

区分 

年度 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計 

Ｒ６ ６２ ８１ ９４ １１５ ８６ ８０ ８６ ８４ ６６ １０７ ８３ ７０ １，０１４ 

Ｒ５ ８１ ７９ １０５ ８６ ８６ １０７ ６０ ４１ ４７ ４９ ５０ ４４ ８３５ 

区分 

年度 
療育 

学習 

支援 
不登校 

就学 

相談 

発達に

ついて 

施設から

の相談 
その他 計 

Ｒ６ ２２４ ３１ ３７ ２８ ５４２ ４８ １０４ １，０１４ 

Ｒ５ ２５１ ３０ ５０ ２０ ３３３ ８２ ６９ ８３５ 
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  オ 内容 

   （ア）児童発達支援 未就学児童を対象に、日常生活動作・知識技能の付与・集団へ

の適応・保護者への相談等を実施。定員１日あたり２６名。 

             親子通所 ０～２歳児（５人×１クラス） 

                  重症心身障害児等（５人×１クラス） 

             単独通所 ３～５歳児（８人×２クラス） 

   （イ）保育所等訪問支援 １８歳未満の集団生活への適応に課題のある児童に対し、

支援員が施設を訪問し、適応に向けた支援や助言を行う。 

   （ウ）日中一時支援 短時間児童を預かることで、保護者のレスパイトケアや就学後

の継続支援を実施する。 

カ 実績 

（ア）児童発達支援  

クラス別在籍児童数（令和７年３月３１日現在 実数）※年齢は４月１日現在 

単位：人 

年齢 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計 

ク
ラ
ス 

ピンク（重症心身障害児・ 
医療的ケア児等・親子通所） 

１ ０ ０ １ １ ０ ３ 

みどり（０～２歳・親子通所） １ ３ ９ ４ ３ ０ ２０ 

きいろ（３～５歳・単独通所） ０ ０ ０ ４ ３ ５ １２ 

あお（３～５歳・単独通所） ０ ０ ０ ３ ９ ５ １７ 

計 ２ ３ ９ １２ １６ １０ ５２ 

     

   過年度実績との比較                       単位：人 

       区分 

年度 
１日あたり定員 在籍児童数 利用実績 

Ｒ６ ２６ ５９ ２，５７０ 

Ｒ５ ２６ ６０ ２，７８９ 

（イ）保育所等訪問支援                             単位：回 

利用児童 

（訪問先 

施設） 

登録

人数 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 計 

保育所 ３ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ２ 

保育園 ２ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

幼稚園 ３ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ ０ １ １ ０ ０ ４ 

認定こども園 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

小学校 ７ ０ ０ ２ １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ ５ 

学童保育室 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 １６ ０ ０ ２ ２ １ １ ２ ０ ２ １ ０  １ １２ 
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（ウ）日中一時支援                             単位：人 

  

 キ 事業の経過 

     平成２７年度  児童福祉法に基づく指定児童発達支援事業所となる 

     令和２年度   児童福祉法に基づく福祉型児童発達支援センターとなる 

ク まとめ 

      児童発達支援、保育所等訪問支援は昨年度とほぼ同等の利用者数となり、継続し

て支援を実施することができた。さらに日中一時支援の利用者は大きく増加した。

これは、利用者のニーズが高まっているとともに、事業の周知がされてきた結果だ

と考えられる。今後も発達の遅れや障がいのある児とその家族に適切な支援ができ

るように、事業実施・周知に努めたい。 

   

（３）地域支援事業 

  ア 目的 

     地域の連携体制を構築するため、（ア）家族支援、（イ）地域支援、（ウ）普及啓発

の３事業を行い、障害のある児童への地域社会への参加・包容（インクルージョン）

を推進する。 

  イ 根拠・関連法令 

     入間市児童発達支援センター条例 

ウ 対象 

     市内に住所を有し、心身の発達に遅れや障害を有する児童及びその家族、支援機

関等。 

  エ 対応者 

     保健師、保育士、指導主事、相談支援専門員、公認心理師又は臨床心理士 

オ 内容 

   （ア）家族支援 週末の子育てイベントや家族交流会、きょうだい児支援等。 

   （イ）地域の関係機関の連携、就学後の支援、中高生への支援等。 

   （ウ）一般向けの講演会や学校への出張講座等の啓発活動やＰＲ。 

 

 

 

 

利用児童 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 計 

未就学児 ２０ ３４ ４３ ４８ ５５ ３５ ４１ ６６ ６５ ３５ ６５ ４７ ３０ ５６４ 

小中学生 ４ ５ ４ １ ２ ０ ２ ３ ４ ７ ５ ９ ４ ４６ 

15～18 歳 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ２４ ３９ ４７ ４９ ５７ ３５ ４３ ６９ ６９ ４２ ７０ ５６ ３４ ６１０ 
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カ 実績 

   （ア）家族支援 

    ・保護者交流会 

概要 障がいのある子どもを育てる保護者の孤立を防止するため、保護者同士が集ま

り、悩みを共有し、情報交換する機会を設けるもの。 

日程等 10/30（水） 親の学習講座参加者より  1 名参加 

11/29（金） 親の学習講座参加者より  1 名参加 

     

・親支援講座（教育委員会共催） 

概要 通級・支援級の児童生徒の保護者を支援するため、発達の特性や進路に関する

講演を行います。 

日程等 7/29（月） 配慮を要する児童生徒の登校しぶり・不登校 

（作新学院大学女子短期大学部 矢野善教准教授） 

8/30（金） 配慮を要する児童生徒の進路 

（埼玉県立狭山緑陽高等学校・私立日々輝学園高等学校） 

10/23（水） 児童発達支援事業・放課後等デイサービス 

（入間市障害者支援課・市内各事業所担当職員） 

11/20（水） 埼玉県立入間わかくさ高等特別支援学校見学 

    

・休日施設開放 

概要 心身の発達に遅れ又は障がいのある児童親子が気兼ねなく遊べる場所がほ

しいとの市民ニーズに応えるため、また、新型コロナウイルス感染症拡大防止

のため外出がままならず、親子のストレスが高まっている場合に安心して遊べ

る場所を提供するため、週末に児童発達支援センターの施設を開放します。 

対象 心身の発達に遅れ又は障がいのある児童とその保護者（各回 5組程度） 

日程等 回 日時 参加者 

1 5/25（土） 9：30～11：30 2 組（4人） 

2 7/6（土） 9：30～11：30 3 組（4人） 

3 9/8（日） 9：30～11：30 3 組（5人） 

4 11/17（日） 9：30～11：30 2 組（4人） 

5 1/18（土） 9：30～11：30 2 組（4人） 

6 2/15（土） 9：30～11：30 2 組（4人） 
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（イ）地域支援 

  ・関係機関連絡会 

概要 
顔の見える関係を作り、地域の支援力向上の基礎とするため、関係機関連絡会を開

催し、情報交換、事例検討会、講演会などを行うもの。 

対象 
児童発達支援・放課後等デイサービス・日中一時支援・相談支援事業所、保育所(園)、

幼稚園、学校、学童保育室、子育て支援拠点等 

日程等 3/17（月） 

1）入間市児童発達支援センター事業計画（第２期）につい

て、事業紹介 

2）グループワーク 

 

 ・施設支援 

概要 

子ども未来室巡回支援と連携した施設支援。 

保護者へのアプローチ、障害福祉サービスに関する情報提供、施設職員への助言、

巡回支援対象外児童の支援などを行います。 

対象 市内保育所(園)、幼稚園 

日程等 随時 

  

     ・ＣＬＭ研修 

 

（ウ）普及啓発 

  世界自閉症啓発デーに伴うブルーライトアップ 

概要 

４／２は国連が定める「世界自閉症啓発デー」であり、世界中でランドマークの

ブルーライトアップが行われる。児童発達支援センターの普及啓発事業として旧

石川組製糸西洋館のライトアップを行った。 

日程等 
４／２（火）～４／８（月） 

※ ４／２～４／８は「発達障害啓発週間」 

   

キ 事業の経過 

     平成２７年度  児童福祉法に基づく指定児童発達支援事業所となる 

     令和２年度   児童福祉法に基づく福祉型児童発達支援センターとなる 

 

 

 

概要 

三重県の取り組みである「ＣＬＭ（Check List in 三重）」を紹介し、保育

所等の現場職員による発達支援を実践する研修。児童の「気になる行動」を

リスト化、対象となる行動を選定、要因と対応策の検討、実施、モニタリン

グのサイクルでクラス運営を支援するもの。 

対象 
保育所（園）、幼稚園、学校、学童保育室、地域子育て支援拠点、児童発達

支援、放課後等デイサービス等、児童の直接支援に携わる施設職員を予定。 

日程 

参加者 

 保育所 保育園 幼稚園 学童保育室 児童発達支援 国リハ学院 その他 計 

12/8（日） １１ ２ ２ ０ １ ２ ５ ２３ 

12/9（月） ２３ ２ １ ０ １ ２ ７ ３６ 
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ク まとめ 

     関係機関連絡会を通じて市内の関係者と顔を合わせる機会を作り、また CLM 研修

を通じて、市内の保育所を中心とする子どもに関わる機関の支援力を向上させるこ

とができた。各事業を通じて明らかになった課題や得られたフィードバックを参考

に策定した、令和７年度から令和１１年度を計画期間とする「入間市児童発達支援

センター事業計画（第２期）」に基づき、次年度以降も地域の支援力を一層高める事

業立案を進めていく予定である。 

 


